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１．発電コスト検証の背景・目的
（1）背景
・東日本大震災：エネルギー・環境戦略を練り直すため「エネルギー・環境会議」
設立．「白紙からの戦略の構築」の第一歩→各電源のコスト検証
（2）目的（2011年「コスト等検証委員会報告書」，以下「2011年報告書」）による）
第1 ：原子力発電のコストの徹底検証
第2 ：再エネをはじめとする原子力以外の電源のコストの再検証
第3 ：原発依存度提言のシナリオ検討のための客観的データの提供
[2015年検証：「エネルギー需給構造の将来像」の「検討の参考」（経産省 2015)]
（３）意義

・「発電コスト分析を正確に行うこと」を通じて，発電のあり方や電源の選択に関
する議論を活発化させる「共通基盤」を確立すること(植田 2013:37)
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＜発電コスト検証と日本のエネルギーミックス策定の枠組みの関係＞
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・2003年10月：第一次計画
・2007年3月：第二次計画
・2010年6月：第三次計画
・2014年4月：第四次計画

（左記）

・2015年コスト検証：
＊「長期需給見通し小委
員会」＝「ミックス小委」
＊「発電コスト検証WG」＝
「WG」

→ 経産大臣 →

意見 決定

（この決定方法を定める法令
は．．．?）

「総合エネルギー
調査会」

（経済産業省設置法第１９
条に基づく審議会）

経産省審議会

経産省審議会

「長期需給見通し
小委員会」*

（政令により設置の分科会
が設置した「小委員会」）

発電コスト
検証WG*

（エネルギー基本法第12条に
基づく「意見」聴取と決定方法）

長期需給見通し
（エネルギーミックス）

（小委員会が設
置したWG）

経産大臣→

エネルギー基本計画

意見 案作成

閣議決定



（４）WGとミックス小委
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出典：各議事録及び新聞報道に基づき筆者にて作成．

第1-5回 第2-6回

(2/18-4/16) (2/13-4/10)
・論点まとめ．経団連，日商，製造業業界団体，

電力多消費業界団体による要望説明．

・委員長が自給率25%，電力コスト現状比抑制等
との考え方を示す．

4月23日 ・経産大臣が，外務，環境各大臣・官

房長官にエネルギーミックス案報告．

4月24日 総理大臣に上記内容を報告．

第6回(4/27) ・試算の提示，小委への

紹介を了承．

第8回(4/28)
・WGより検証結果を報告．
・エネ庁よりFIT買取費用上限額を図示．需給見通
し骨子(案)提示，委員長一任を決定．

4月30日
・中環審及び産構審合同会合にて委員

長一任了承済みとして需給見通し骨子

を説明．約束草案要綱(案)取り纏め．

第7回(5/11)
・需給見通し骨子に基づ

くWG報告案の座長一任
決定．

第9回(5/26) ・発電コストWGより検証結果を報告．約束草案
要綱(案)及び需給見通し(たたき台)の説明．

・試算上の各議題につき

開催．

・以降，3E，需給見通し基礎情報，省エネ対策，
各電源の長短所・導入見込・課題，系統費用，化

石燃料安定供給等を各議題として開催．

第7回(4/22)

・政治的決定先行→WG・ミックス小委とも試算内容を原案提示当日に了承．



２．発電コスト検証の方法論
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（１）モデルプラント方式と有価証券報告書方式
①モデルプラント方式：
・「モデルプラント」を想定
・一定の運転年数を想定し，毎年発生する費用を算定．

・評価時点（運転開始時点）の価格に割り戻して総費用を合計．これを，当該
運転期間中に想定される総発電量を同時点の価値に換算したもので除して
求める（2011年報告書の考え方：OECDも基本的に同様）

・社会的費用の追加(除くCO2)が2011年からの日本のコスト検証に独特のもの
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②有価証券報告書方式：

・有価証券報告書にあるデータを基礎として，電源ごとの発電に関する費用を
総発電量で除して求める方法．（2011年報告書）

③各々の特徴：
(i)モデルプラント方式についての評価：
・「計算に当たってどのような想定をしたかによって発電原価が大きく異なって
くる」（大島 2000)
→設備利用率，稼働年数，割引率の想定により発電単価に大きな差異
→電源選択を行うにあたって「一つの抽象的な指標」「電源毎の現実のパ
フォーマンスを比較」するには必ずしも適しない（大島 2000)
・OECDの解釈(OECD 2015)は次頁参照
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Projected Costs of Generating Electricity is concerned with the levelised cost of
producing baseload electricity at the plant level.

The LCOE methodology reflects generic technology risks, not specific project 
risks in specific markets. Given that such risks exist, there is a gap between the 
LCOE and the financial costs for owner-operators in real electricity markets 
facing specific uncertainties. For the same reason, LCOE is closer to the real 
cost of investment in electricity production in regulated monopoly electricity 
markets with regulated prices rather than to the real costs of generators in 
competitive markets with variable prices.

Another way of looking at LCOE is that it is the electricity tariff with which an 
investor would precisely break even on the project after paying debt and equity 
investors, after accounting for required rates of return to these investors. This 
equivalence of electricity tariffs and LCOE is based on two important
assumptions: 
Constant Discount Rate 
Stable Electricity Tariff

a widely used tool for comparing the costs of different power generating 
technologies in modelling and policy discussions….  one should not lose sight of 
their essential function…

＜OECDのLCOEの解釈＞
１．発電設備レベルにおける
ベースロード電源の平均化
発電コスト

２．特定の市場における特定
のプロジェクトリスクを反映す
る方法ではない：不確実性に
直面する実際の市場の事業
者コストとの間でギャップあり

３．LCOEは割引率一定且つ
電力料金一定の前提の下で，
投資家がbreak evenを達成す
る電力料金を示す

４．各種電源間で比較可能な
データーを提供するとの役割
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(ii)有価証券報告書方式についての評価：
・「過去の実績ベース発電単価」を評すに適した方法．（2011年報告書）
・モデルプラント方式を「補完する情報」(松尾 2014)
⇔日本ではプラント毎の公開情報に制約あり(大島 2000)
⇔減価償却の扱い，名目値の実質化の扱い他に問題あり（松尾他 2012)
⇔会計数値との混同(金森 2012)・会計情報を吟味せず使用していることが
問題(金森 2016)
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<会計学的コストと経済学的コストの混在との指摘（金森 2012)＞

出典：金森(2012)

出典：金森(2012)

⇔引用する東電経営財務委報告
書は会計学的コスト試算に基づく
数値
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（２）海外の方式：(以下はOECD(MITなども同様の考え方))

②稼働期間 ③設備利用率（再エネは別途）
（原発も85％想定）

all CCGTs, coal-fired and nuclear plants under the assumption that they operate 
in baseload. While it is clearly understood that many CCGTs are frequently used
in mid-load or even peak load rather than in baseload, since the overarching 
concern here is with baseload capacity, the 85% assumption is also used as a 
generic assumption for CCGTs.

①割引率

“capitalt”：overnight cost with contingency and 
financing costs (e.g. interest during construction
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＜OECDのLCOEにおいて想定するコスト＞

出典：2015年発電コスト検証WG第一回会合資料より

⇒日本政府の試算とOECD試算の方法論上の相違点：
・事故リスク対応費用，政策経費（研究開発費・補助金(原発他・再エネ(2015
年より))，導入促進費用（FIT優遇利潤(2015年より)），税金
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・OECDコスト検証における再
エネの設備利用率想定：
→各国データに基づく
・送電・Grid接続費用等は不
含

（各国の風力発電に係る想
定値は次頁の通り）

Country-specific capacity factors were used for renewable energies, because they are
largely site-specific.

＜OECDの再エネの設備利用率の想定について＞

↑
←ドイツ・日本の各電源毎のLCOE試算結果
出典：次頁を含めOECD(2015)
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３．日本における発電コスト検証の具体的内容
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図2.1
出典：コスト等検証委員会(2011)

（１）主要な論点：
①原発のコスト計算の精緻化

②原発の新規制基準下での事故発生頻
度の扱い：確率論的リスク評価(PRA)導入
③再エネFITのコスト計算上の取り扱い

・一方，2011年コスト検証で活発に議論さ
れた本質的論点や重要な個別論点は先
延ばしに

*「政策経費」：「発電事業者が発電の
ために負担する費用ではないが，税
金で賄われる経費のうち電源ごとに
発電に必要と考えられる社会的経費」
(コスト等検証委員会 2011a)
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＜先延ばしされた本質的な論点＞

出典：2011年のコスト検証作業における議事録から筆者にて作成

2011年コスト検証の論点 2015年WGでの議論
適用されるべき割引率・誰にとってのコスト試算か 無し
世代間衡平性の考慮 無し

原発の事故発生頻度と費用への反映
有り

新規制基準の評価として確率論的リスク評価を導入

原発立地交付金の性格
有り

再エネＦＩＴ利潤計上に際して同等の性格として議論

原発の稼動年数・設備利用率想定 殆ど無し
報酬率の扱い 無し
原発事故リスク対応費用の計上・精緻化 無し

研究開発費の計上範囲・手法・想定発電量（再エネ・原発） 有り（再エネ分の算入，「もんじゅ」の扱い）

原発政策経費の捕捉（予算・寄付金の捕捉）・定義の曖昧性 無し
原発再処理費用の評価・計算式明示 無し
原発再処理施設の事故リスク対応費用 無し
原発廃止費用・事故炉廃止費用の不確実性 無し
計画から稼動までの期間の費用の算出可能性 無し
省エネのコスト試算前提 無し

系統安定化費用・電源線費用 有り（但しコスト算入は行わず）
（追加的安全対策費用：2011年時点では情報が僅少） 有り

本質的
論点

個別
論点
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（２）試算結果概要：

①2014年モデルプラント
・原発：どの電源よりも

下限値は安価．

・原発：確率的リスク

評価(PRA/PSA)を加味し
た事故リスク対応費用

の計算．

・再エネ：政策経費の

計上（大きなインパクト）.

出典：長期需給見通し小委第10回資料

主として
ＦＩＴの優遇利潤分
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②2030年モデルプラント

・再エネ：将来試算に

おいても原発下限値

よりも高い．

出典：長期需給見通し小委第10回資料



原発にかかわる様々なコストと損失 区分 内容

金銭で把握可能な
部分
(＝「原発のコスト」)

発電コスト 発電に直接要する費用 ・建設費，運営管理費，燃料費，人件費等
・追加的安全対策費（福島事故を受け精緻化）

バックエンド費用 ・使用済燃料処分費用（主に再処理費用）
・放射性廃棄物処分費用
・原発廃炉・再処理施設等の廃止費用

社会的コスト 政策経費 ・研究開発費用（「もんじゅ」含む）

事故リスク対応費用（福島事
故を受けて試算）

・損害賠償費用

・現状回復費用（除染費用・中間貯蔵・最終貯
蔵施設費用）
・事故収束・廃止費用（事故炉の廃炉費用）
・行政等の対応費用（除染等以外）

金銭で把握不可能
な部分

社会的損失 事故被害 ・健康被害等
・環境汚染
・ふるさと喪失

20出典：「大阪府市エネルギー戦略の提言」に加筆作成．

（３）原発のコスト：

①費用と損失の内訳



②費用発生の時系列での把握（全約４００年を想定）
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立地検討
期間

建設
期間

稼働期間 廃炉期間

立地交付金 立地交付金 立地交付金

発生するコスト

建設費検討
費用 燃料費・運転管理費

放射性廃棄物
処理費

核燃料再処
理費

放射性廃棄物
処理費

放射性廃棄物
処理費

核燃料再処
理費

放射性廃棄物
処理費

核燃料再処
理費

核燃料再処
理費

廃炉費

再処理施設の運転管理費再処理施設検討・建設費用 再処理施設の廃止費用

計上は十分か？

研究
開発
費用 再処理技術・廃棄物処理技術・廃炉技術等に係る研究開発費用

約300年40年 延長20年
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③未だ計上されていない（十分でない）コスト

福島第一につき
事故費用

賠償費用 ・高濃度汚染対策費用

・通常稼働時費用（作業員被爆費用，廃炉費
用，再処理費用等の妥当性検証）

・核燃サイクル費用
・追加安全対策・安全規制対応費用
・広告費・寄付金（の按分）

算入されていないと想定される項目

・賠償対象以外の費用

2011年検証報告書に不算入の旨明記された項目

・計画期間費用

・関連行政費用のうち不足分
・除染費用のうち不足分

・資産の時価算定分との差額計算の精緻化

・除染により生じる廃棄物等の中間貯蔵施設整備費用

・除染により生じる廃棄物等の最終処分関連費用

・政府による航空機危険区域等設定による損害等

・事故後の廃止措置過程の費用，事故後の
解体費用の精緻化

・事故費用

・再処理過程での事故費用，再処理後廃棄
物貯蔵中の事故費用

その他の事故・被害想定

・生命・身体的障害

・地方公共団体の財産的損害

より精緻化すべき項目

出典：「コスト等検証委員会報告書」コスト等検証委員会(2011)を基に作成．
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（４）原発のコスト試算上の最大の問題点：事故リスク対応費用の扱い

①事故リスク対応費用：
(i)確率方式(損害期待値使用)か共済
方式か
・2011年コスト検証：確率方式による
リスクプレミアム試算は不能
→共済方式を採用(コストを40年分割）．

・2015年コスト検証：共済方式は
50基×40年=2,000炉年に一回の事故
発生頻度と解釈．
・その上で，追加安全対策により，事
故発生頻度が低減するとして，PRA
の代表的改善幅(約2.4分の1)を根拠に，事故発生頻度を半分（4,000炉年）に．

出典：長期需給見通し小委第10回資料
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(ii) 2011年コスト検証での選択肢
・損害期待値算出の前提とな
る事故発生頻度につき合意に
至らず

・プレミアムの算定根拠につき
足掛かりなし
・米国の方式を参考に40年の
期間を想定

出典：2011年コスト検証報告書
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＜2015年コスト検証における事故リスク対応費用算定におけるPRA反映の考え方＞

⇔2011年コスト検証では０．５円～/ｋWh
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②2015年コスト検証の手法の問題点：
(i)確率による試算か共済方式なのか，不明確．
(ii)共済方式を2,000炉年に一回の確率と理解するならば，IAEA(INSAG)の「安全
目標=10万炉年に一回の炉心溶解事故」を前提に，原発が50基存在する国（我
が国）で事故が一回発生すること(100,000/50=2,000)と同値．

←そもそも安全「目標値」の事故頻度を議論の出発点として実質的に想定す
ることでよいか．

(iii)PRAによって，事故発生頻度を軽減させるとの試算手法は国際的に定着
していない．

←PRAは想定される事象を織り込むもの(こうした想定が機能しなかったこと
は福島事故で明確化)．このような理論上の限界も指摘されるPRAを根拠に

「実質的に」事故発生確率を論じることは相応か．
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③PRA理論を踏まえた問題点：
(a) PRAの定義
・「好ましくない起因事象が一連の結果とその影響へと変わっていく様子を分析するための
系統的技術」(リー・マコーミック 2011) 
・「施設で起こりうる事故シナリオを系統的に洗い出し，その発生頻度と影響の大きさを評価
することで施設の安全を公衆へのリスクとして表現する安全評価の方法」(村松 2015)
・「事故シナリオを可能性で選定し」，「信頼性工学をベースとして(故障率で表現)」，「不確
実性を伴った定量評価」(成宮 2015)

(b) 上記定義を踏まえたPRA活用上の理論上の課題(佐藤 2006)
・事故シーケンスの発生確率と解析結果がどこまで信頼できるか→「評価結果の不確定性」
とすることが定説

・機器の故障確率をデータ処理して推計される確率は完全に確定しない，信頼度の分布の
仮定が正しい証明はない
・洩れなく事故シーケンスを拾い上げたか，との「完全性の問題」による不確定性あり

⇔「原子炉リスクの大部分は設計範囲を超える事故による」(佐藤 2006)
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(c)上記を踏まえたPRA活用手法と限界
・確率論導入は，「規制改良」の「道具」の選択であって，目的そのものでない(佐藤 2006)
・通常，信頼度の高いシステムに適用(確率が通常希少事象近似を用いて計算可能)
→「原子力発電所のPRA研究に関する一般的な所見」として，「運転手順における脆弱性を
発見する手段として認識すべき」（リー・マコーミック 2011)
→炉心損傷頻度等に対する「実用的なPRA結果は，大きな不確実性が伴うことを正当に評
価して使用すべき」（リー・マコーミック 2011)

・２０１５年コスト検証の議論においても：
(i)リスク低減対策は具体的費用として捉えうるが，リスク低減効果は定量的には言えない
ことから「記述的な方法」しかない，
(ii)判断に使うのであれば「計算結果の仮定も含めた」情報が開示される必要，
との主張あり（第三回会合議事録：pp.21-22）．

⇒PRAの理論とその限界を踏まえれば，PRA導入は相応であったのか．事故
リスク対応費用は2015年コスト検証の結果より大きいのでないか．
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（５）原発その他：

①原発関連の政策経費の計上：「立地交付金」「R&D費用」
(i)過去においてはどういった支出傾向だったか
・今次WG：立地交付金・R&D費用とも直近予算書から計上．
⇔社会的費用はOECDにおける発電コスト試算では
不計上．

←大規模な交付金制度は他国において一般的では
ない．

・過去のR&D費用及び建設前/中の交付金は規模が
大きかったのではないか．

(ii)立地交付金「同等」の補助金として，再エネFITの
「適正利潤」「特に配慮する利潤」を計上する扱い．

（後述（６）の再エネの項ご参照）
出典：“IPCC SRREN”, IPCC (2012)

IEA報告国のR&D予算額推移
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②kWhコスト試算における分母（発電電力量）と分子（各費用）の妥当性

(i)分母部分：
・今次WG：「廃炉判断された炉を除く43基」が「70％稼動」する想定．

←全基稼動，福島以前以上の稼働率は現実的想定か．
←新安全規制に基づく稼動でこうした設備利用
率の想定は整合的か．

(ii)分子部分：
・「追加安全対策費」今次WG：新規制基準の結果，
「あらかじめ明らかであれば，設計・計画の最適化

で省ける」として，不計上の費用項目多数．

・「事故想定」今次WG：再処理過程/再処理後廃棄物貯蔵中の事故費用は相
応か．

・「事故費用」今次WG：除染における高濃度汚染対策，廃棄物等の中間貯蔵/
最終処分施設の整備費用は相応か．

出典：「電源別発電電力構成比」電事連 (2013)
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・FITの調達価格に含まれるIRRを算入．

出典：調達価格等算定委員会第7回資料 (2012)より抜粋

＜FIT制度スタート時のIRR水準＞

（６）再エネのコスト：FITの取り扱い：
①2015年コスト検証において算入された「再エネFIT優遇利潤の費用計上」とは
どのような方法か

（注）2015年政府のコスト検証では，上記ＩＲＲに後述の「特別配慮利潤」を含め算入．



32出典：発電コスト検証WG第7回資料

2014年モデ
ルプラント

2020年モデ
ルプラント
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＜2015年コスト検証におけるモデルプラントの概要＞
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＜2015年コスト検証におけるモデルプラントの概要：陸上風力（続き）＞
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出典：前頁と同じ

・確認を要する点：
－FITにおける「利潤」と
は何か？

－「優遇」とは何と比較
して優遇なのか？

－再エネ・他電源間で
の「公平性」は確保され
ているのか？



②調達価格を構成する「利潤」の性格

(i)固定価格買取制度と制度設計における検討の内容：
・再エネ特措法：

－調達価格:(a)供給事業者が受けるべき「適正利潤」勘案
(b)3年間に亘り事業者の利潤に対する「特別配慮利潤」

・調達価格等算定委員会における議論： (調達価格等算定委員会 2012b）
－分野毎にヒアリング

－各分野特有の「事業リスク」を認定し*内部収益率(IRR)を算定
（* ex.地熱:地表調査，調査井掘削など開発費用⇔事業化成功率低い）．

⇒法で定める「適正利潤」＝事業リスク見合い

37



(ii)2015年の政府による発電コスト検証での議論：
・事実上の補助金であるとの意見

・発電コストではないが電気代に実際に含まれる→発電コストに算入すべき

(iii)利潤の性格と事業者報酬（利益率）の扱い
・「適正利潤」：事業リスク見合いの収益（収益保証有）部分⇔

「特別配慮利潤」：事業リスク見合いを上回る（収益保証有）部分

・2011年コスト検証のロジックの場合：「事業主体の多様性」から「一律計上しない」
→「事業主体の多様性」から一律計上しない部分＝「適正利潤」部分
⇒再エネにつき「特別配慮利潤」のみ計上が相応でないか

・上記2011年コスト検証のロジックを変更する場合：
→再エネにつき「適正利潤」＋「特別配慮利潤」を計上との案もありうる．
⇒但し，論理的には他電源についても「多様性」を考慮し報酬（利益率）を試算する必要

⇒これが確保されない場合，少なくとも「特別配慮利潤」のみ計上が相応でないか
38



③優遇の論拠

(i)固定価格買取制度と制度設計における検討の内容：
・特措法：「特別配慮利潤」は再エネ優遇部分

(ii)2015年の政府による発電コスト検証での議論：
・具体的な優遇利潤の対象について：

―「全電源適用の社会的割引率対比で超過する利潤」（最終報告）
―FIT調達価格の利潤と他の電気事業者の「適正報酬との差分」とも説明
（ここでは私的割引率の扱い）．

⇒優遇とは何かについて議論は結局明確になされず

(iii)割引率の扱いの混同
・社会的割引率を事業者の私的割引率として扱っていることによる混同

→再エネの利潤とされるIRRから割引率を差し引くこと≠優遇利潤の算出
→適正報酬（利益率） ≠社会的割引率

39



④他電源における利潤の扱い
(i)総括原価方式の制度と制度設計における利潤の内容：
・一般電気事業供給約款料金算定規則：

―電力料金算定←電気事業の経営リスクを表すとされる指標を基に行う
—「事業報酬率」←株式市場の変動に関する実践的リスク評価手法による

「電気事業の経営リスクを表す指標」(東京電力 2012)

(ii)他電源における利潤＝「事業報酬率」と再エネ「利潤」の比較
・「事業報酬率」：

他電源の事業リスク見合いの収益部分且つ総括原価方式により徴収＝

収益保証有とみなしうる部分

＝全電源一律の扱い

⇔再エネのみ各収益保証がなされる事業リスク見合いのIRRがコストに算入される

⇒比較の公平性：他電源においても事業リスク見合いの報酬率試算が必要
40



＜原発立地交付金との比較：移転支出＝社会全体でゼロ費用との議論＞
（再エネFITの費用も同様であるので，FITを不計上ならば立地交付金も不計上たるべきとの立論）

(i)原発に係る立地交付金の制度と制度設計の内容：
・いわゆる電源三法制度：原発周辺地域に公共施設の整備など

—2003年の法改正→法の目的「発電用施設の運転の円滑化」を追加

(ii)原発交付金は本当に社会全体でゼロコストなのか：
・移転支出：「反対給付として何らの財・サービスも生産されない支出」(Gordon  1990)
・運転段階への支援＝長期安定運転に対する支援（福井県資料）/原子力の稼動期間
延長に備えたもの(張 2006)

→反対給付のない支出と言えるのか．
・発電「コスト」検証

←コスト・ベネフィットの長期的均衡状態をここだけ考慮しているのでは．
2015 Izumi Inasawa 41
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(iii)再エネと立地交付金について:上記の他のいくつかの立論

(a)マクロ的な均衡状態の問題と個別の電源コストの問題を同列に論じることは不相応，
(b)マクロ経済及び立地地域経済へのプラスとマイナスから効果がゼロと考えるべきかは
容易に判断できない，（一部地域の振興であり且つ電力生産と直接関係のない使途や生
産性を高める使途でないことや他地域の納税者に便益還元がないこと等），
(c)再エネの利潤分の経済的影響は原発の電源立地交付金と同一とすべきかも容易に判
断できない，
(d)移転支出であれば費用計上しないとの考えは，税収使途如何に拘らず税導入に抵抗
がなされる現実に即した議論とはならない，
(e)原発立地交付金は，事業が立地するに至る合意の前提としての費用とも位置付けうる．
こうした合意獲得のための支出とは，開発費用として扱われるべき性格を有する，
（ｆ）原発の地元交付金は、これがなかりせば原発が立地し得ないことから，原発の建設・
運営・終了に必要不可欠な経費と考えられる．

→原発立地交付金（及び2015年報告で扱われた再エネ優遇利潤分）を移転
支出と扱うことについては，さらに慎重な理論的検討を要するのでは．
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出典：

（７）再エネ：将来の
モデルプラントに係
る想定の妥当性：

・「低コスト化シナリオ」，
「日本の特殊性を勘案し
た横ばいシナリオ」

出典：コスト検証WG資料
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＜参考：2011年コスト検証
における考え方＞

・「日本の特殊
性」による「コスト
低減ゼロ」

出典：2015年コスト検証WG資料
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出典：2015年コスト検証WG
第五回会合資料



46出典：2015年コスト検証WG第五回会合資料
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・タービン・電気
設備の国際価
格想定

・基礎・系統連
系・土地等費用
は「コスト一定」

6.9→5.3
出典：2015年コスト検証WG第五回会合資料
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・適地減少によ
る設備利用率相
殺状況と日本の
状況

・2020年～2030
年の設備利用
率向上ゼロ想定

出典：2015年コスト
検証WG第五回会合
資料
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出典：コスト検証WG第６回会合資料



50

（８）小括

①原発：

(i)事故リスク対応費用：PRA加味の是非につき検討する必要
(ii)過去の政策経費申告データからの推計可能性
(iii)前提となる稼動率・再稼動基数：現実的想定による試算
(iv)その他：安全対策・事故想定・事故費用等の精緻化
②再エネ：

(i)FIT利潤分：他電源との公平性の観点から計算手法を再検討する必要
(ii)将来のモデルプラントの想定の検証が引き続き必要
③その他共通：

・移転費用との関係の整理

・試算の基礎となる情報が不詳なもの有り



４．発電コスト検証の課題と方向性
再エネ導入の拡大・電力自由化・原発事故リスクに対応して

51

（１）LCOEの意味
・規制価格が存在する規制市場における電力価格に近い（OECD 2015)
・Gross et al. (2010)「電力の自由化市場においても」，「LCOEは政府にとって介入の根拠
及び補助金や移転支出のレベルに関する知見を提供しうる」＝LCOE上の差異を政策に反映
・先進国における電力自由化が進展する中においても多くの国では引き続き一定の

規制市場が存在→OECDによる発電コスト分析ではLCOE計量手法が採用
⇒LCOEは，規制市場に親和的
⇒長期の平均コストを試算するもの，且つ多くは発電施設の直接の発電コストを対象

公的部門の求めるコスト
≒私的部門の求めるコスト
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（２）LCOEの限界
・IPCC(2014：ANNEX II 12）：上記を捉えてLCOEを「一つの経済的競争力の指標でしかな
い」．
・電力規制緩和と自由化，再エネ電源の導入，地球温暖化への対応，福島原発事故のイ
ンパクト等，電力市場を取り巻く環境変化
→LCOEに基づく発電コストの計量手法も少しずつ変化

出典：筆者にて作成

例：OECD試算でのCO2費用計上，日本の原発事故費用や再エネFIT費用の算入，個別
コスト項目の計上手法の精緻化等

 
電力自由化

原発稼動
見通しの変化

再エネの普及

電力市場の変化
LCOE
計量手法
の変化
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(3)課題１：再エネ電源の普及
・LCOEが長期の平均コストの計量手法→短期変動型の再エネ電源のコスト計量は困難あり
・Joskow(2011)：「時間による電力の不均一性」の主張
（LCOE：変動電源と調整電源との間での発電プロフィールの差異や 異なる時間帯におけ
る電力価値の差異を考慮不可）
・Edenhofer et al.( 2013: S17)：「立地による価値の差異」あり

⇒再エネ普及の結果：
①LCOEは変動電源の特質たる「時間」と「空間」対応の必要性（Edenhofer et al. 2013)
②固有データの活用可能性の追求

（４）課題２：電力市場の自由化
・市場での電力価格決定＝短期限界コストに基づく価格決定⇔LCOE：長期平均発電コスト
・投資判断に必要な電力価格：市場から外生的所与の価格⇔LCOE：発電コストが想定され
る期間と発電電力量から内生的に積上げた価格

⇒電力市場とLCOEの価格決定原理が乖離(OECD 2015)
・自由市場：個別の発電事業に係るリスク・その事業を取り巻くリスクが重要な価格要素⇔

LCOEは直接対応できない（OECDは感度分析で対応⇔これでは不十分）

公的部門の求めるコスト≒LCOE?
≠私的部門の求めるコスト
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（５）課題３：原電事故や地球温暖化問題への対応等の環境変化
・原発：出力一定での稼動が想定されていた原子力発電がどのように稼動されるべきか→
電力 システムの将来像を描く上で重要な検討点
（LCOEは原子力発電推進の論拠の一つ：長期ベースロード電源の計量の発想⇔こうした
原子力発電の稼働想定はLCOEの手法に影響）
・原発・温暖化等の社会的費用の顕在化，コスト計上内容の精緻化の要請，政策コスト評
価の要請

⇒環境変化・社会的要請に対応
する試算手法が求められる

（・有価証券報告書方式：将来の
コスト推計への活用に限界あり）

LCOE
(発電施設
のコスト)

再エネ導入に伴うコストの反映

政策コストの反映
外部性の反映

個別電源特性の反映

コスト計上の精緻化の反映

稼働状況

コスト項目(廃炉コスト
開発前コスト)

時間・空間への対応

グリッド接続コスト

CO2コスト
事故コスト

事故コストの
PRA評価

立地交付金

R&Dコスト
FIT優遇利潤

個別技術リスク

に応じたコスト

個別サイト特性
に応じたコスト

出典：筆者にて作成
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（６）LCOE手法・発電コスト分析手法の今後の方向性
・再エネの変動性への対応：LCOEの計量手法そのものに由来する課題．LCOEの計量手法
のみでは解決が不可能な限界点．
・FITのコスト：平均全期間コストに対応する点でLCOEに方法論的親和性あるとも言える．
・システムコスト：長期且つ平均のコストを想定するLCOEとの親和性有り（電源毎の配分の
考え方が定まる前提）

⇒OECD （2015)：容量クレジットのコスト，新規参入コスト(LCOC)やflexibilityコスト(LCOF)の
計量手法の開発に取り組む方針を示す→新しいコストコンポーネントを追加する発想
⇒LCOEが適するコストにつきLCOE試算＋その他コストに＋αの手法で試算
⇒コストとベネフィットの両者の計量による評価へ(例：LACE数値の活用)
⇒より動的な電力システムを捉える発電コスト検証への発展へ

 
自由化市場

再エネ普及 LCOE

原発稼動

動的な電力システムを
捉えた

発電コスト計量手法

コスト計量の取組み
社会的コスト，リスク対応コスト，個別特性，不確実性への対応（割引率）

変動する電力価値，マクロの社会経済価値

ベネフィット計量の取組み

平均回避可能費用(LACE) Input-Output Analysis

リスクに応じた割引率項目追加・算定精緻化
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再エネ電源と化石燃料電源の発電コスト比較(システム統合コストと
CO2他環境費用を反映した試算)
出典：IRENA(2015)

＜IRENA(2015)の風力（陸上）及び太陽光発電に係る変動電源対応のシステム統合コスト
（及びCO2・健康被害コスト）を踏まえたLCOE試算＞

・LCOEが変動電源へのコスト評価
に限界あることを前提に分析
・風力と太陽光は化石燃料電源と
十分に競争的な状況となっている

MIN MAX MIN MAX MIN MAX
Solar photovoltaic 0.08 0.38 0.11 0.42 0.13 0.43
Wind Onshore 0.05 0.16 0.08 0.2 0.1 0.21

MIN MAX MIN MAX

Fossil fuel power
cost range

0.05 0.14 0.07 0.19

Excluding variable renewable
integration costs and health and
CO2 externality costs

Including variable renewable integration costs
and health and CO2 externality costs

Fossil fuel power cost
range including health
and CO2 costs

Low High
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以上

ご清聴ありがとうございました．


